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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

1 総
庁舎維持管理
事務

庁舎を適切に維
持管理します。

市民

定
例
定
型

庁舎１㎡当たり
のｴﾈﾙｷﾞｰ（電
気・灯油）の使
用量（原油換
算）の削減（平
成22年度比）

４％ ６％ ９％ 212,957

業
務
計
画

0.2188 Ａ

清掃・警備・設備保守に
おいて適正な対応を行う
とともに、PPS導入によ
る電気料金の削減を実現
した。また、昨年度に引
き続き、夏季空調断続運
転を行い、電気使用量削
減の成果が出ている。

1
庁舎維持管理
事務

清掃、警備、総
合管理、保守点
検等の業務

維持管理業務
数

２５事業 ２４事業 128,387

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

庁舎の修理及び
工事

修理・工事箇
所数

５０箇所 ３８箇所 8,980

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

庁舎内の光熱水
費の削減

庁舎１㎡当た
りのｴﾈﾙｷﾞｰ
（電気・灯
油）の使用量
（原油換算）
の削減（平成
２２年度比）

１７％ 21.88% 60,359

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

駐車場誘導・認
証機承認配置事
務

駐車場誘導・
認証機承認配
置事務

平成27年3
月

平成２７年
３月

15,231

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

ＰＰＳ導入
関係課かいと
の調整

平成２６年
１０月

平成２６年
１０月

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

新庁舎総合管理
委託の検討

新庁舎総合管
理委託の検討

平成27年3
月

平成27年3
月

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

業
務
計
画

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動
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（右側）
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1 総
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

1
庁舎維持管理
事務

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

1,246,351 1,259,660

2.56 261,010

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

5%/年

庁舎１㎡当の
エネルギー使
用量割合（原
油換算）（平
成22年度比）

27

冷暖房機の輪番
運転、室温調整
及び蛍光灯本数
削減等を実施し
ます。

不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

清掃、警備、総
合管理、保守点
検等の業務

維持管理業務
数

２５事業 167,682

業
務
計
画

増
や
す

庁舎の修理及び
工事

修理・工事箇
所数

５０箇所 6,477

業
務
計
画

維
持

庁舎内の光熱水
費の削減

庁舎１㎡当た
りのｴﾈﾙｷﾞｰ
（電気・灯
油）の使用量
（原油換算）
の削減（平成
２２年度比）

１７％ 75,437

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

5%/年

庁舎１㎡当の
エネルギー使
用量割合（原
油換算）（平
成22年度比）

27

冷暖房機の輪番
運転、室温調整
及び蛍光灯本数
削減等を実施し
ます。

増
や
す

駐車場誘導・認
証機承認配置事
務

駐車場誘導・
認証機承認配
置事務

平成27年12
月

11,414

業
務
計
画

減
ら
す

ＰＰＳ継続 ＰＰＳ継続
平成28年3
月

あり(25年
度に追加)

⑥市役所の変
革

平成２６年度 ＰＰＳ導入 26
光熱費の削減の
ためＰＰＳの活
用を図ってまい
ります。

予
算
な
し

新庁舎総合管理
委託の契約

新庁舎総合管
理委託の契約

平成27年10
月

業
務
計
画

予
算
な
し

新庁舎における
利用方法のルー
ル作り

利用マニュア
ルの作成

27年11月

業
務
計
画

予
算
な
し

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

2 総
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

市庁舎利用者の
利便性向上や不
正利用防止の観
点、また行政拠
点地区駐車場の
相互利用を図る
ため有料化に向
けて検討をおこ
ないます。

市民
政
策
進捗状況

駐車場有料化
に関する基本
方針策定

基本方針に基
づく有料化の
推進

有料化実施に
向けた各種手
続きの推進

業
務
計
画

２７年３
月 Ａ

関係課かいと連携を図り
ながら、有料化実施に向
けた事業を推進した。

2
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

行政拠点地区に
おける駐車場有
料化に伴う関連
施設との整合

関係課かいと
の調整

２７年３月 ２７年３月

業
務
計
画

3 総
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

的確かつ迅速に
保険加入手続き
を行います。

施設利
用者

定
例
定
型

保険契約件数 ２件 ２件 ２件 1,965 2件 Ａ 保険請求事務を適切かつ
迅速に行った。

3
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

保険加入及び保
険請求の手続

適切処理率 100％ 100％ 1,965

4 総
庁舎使用許可
事務

法令・規則を遵
守し、適切な行
政処分を行いま
す。

使用申
請者

定
例
定
型

使用許可件数
２０件
（１００件）

２０件
（１００件）

２０件
（１００件）

161件 Ａ
例規等を遵守し、迅速か
つ適切な処理を実施し
た。

4
庁舎使用許可
事務

庁舎使用許可申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％

4
庁舎使用許可
事務

許可証の交付 使用許可件数 １００件 １６１件

5 総 消防訓練事務

自営消防組織と
して各職員の役
割に対する認識
と、災害に対す
る認識を高めま
す。

市民及
び職員

定
例
定
型

訓練実施回数 年２回 年２回 年２回 年2回 Ａ
訓練時により実践的な災
害時応急対応について説
明を行った。
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

2 総
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

2
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

3 総
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

3
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

4 総
庁舎使用許可
事務

4
庁舎使用許可
事務

4
庁舎使用許可
事務

5 総 消防訓練事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.23 2,091 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

保険加入及び保
険請求の手続

適切処理率 １００％ 2,091
維
持

0.2 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

庁舎使用許可申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％

予
算
な
し

許可証の交付 使用許可件数 １００件

予
算
な
し

0.32 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5 消防訓練事務
避難訓練・消防
訓練の実施

訓練実施回数 年2回 年2回

6 総
会議室貸出事
務

会議室を適切に
貸し出します。

職員

定
例
定
型

年度優先使用調
整回数

年１回 年１回 年１回 年１回 Ａ
会議室予約システムへの
入力事務を適正に実施し
た。

6
会議室貸出事
務

会議室の年度優
先使用の調整

年度優先使用
調整回数

年１回 年１回

6
会議室貸出事
務

会議室予約シス
テムに入力事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

2,500件 752件

6
会議室貸出事
務

7 総 電話交換事務
電話交換業務を
適切に行いま
す。

市民

定
例
定
型

開庁時間内の電
話交換体制

４人 ４人 ４人 5,090 4人 Ａ

関係課かいとの連携を図
るとともに、目標とする
体制人数により、迅速か
つ的確な電話交換業務を
行った。

7 電話交換事務
開庁時間内の電
話交換

開庁時間内の
電話交換体制

４人 ４人 5,090

7 電話交換事務
新庁舎電話交換
対応検討

関係課かいと
の調整

平成26年9
月

平成26年9
月

8 総
電話施設管理
事務

電話設備を適切
に管理します。

市民及
び職員

定
例
定
型

保守点検回数 １２回 １２回 １２回 1,394 12回 Ａ
庁内電話設備の保守点検
を適切に実施した。ま
た、設備の故障や不具合
等に迅速に対応した。
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5 消防訓練事務

6 総
会議室貸出事
務

6
会議室貸出事
務

6
会議室貸出事
務

6
会議室貸出事
務

7 総 電話交換事務

7 電話交換事務

7 電話交換事務

8 総
電話施設管理
事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

避難訓練・消防
訓練の実施

訓練実施回数 年2回

予
算
な
し

0.34 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

会議室の年度優
先使用の調整

年度優先使用
調整回数

年1回

予
算
な
し

会議室予約シス
テムに入力事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

2,500件

予
算
な
し

新庁舎における
会議室の効率的
な運用

ルール作成及
び庁内周知

27年11月

予
算
な
し

3.99 5,298 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

開庁時間内の電
話交換

開庁時間内の
電話交換体制

４人 5,298
維
持

0.24 1,394 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

8
電話施設管理
事務

電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務

保守点検回数 １２回 １２回 1,394

9 総
市有財産管
理・処分事務

計画的かつ効率
的な維持管理、
市有財産台帳の
適正管理、適切
な契約手続きを
行い、不要財産
を処分し財源の
確保を推進しま
す。

市有財
産取得
希望者

定
例
定
型

貸付及び売り払
い収入

150万円 150万円 150万円 4,678

業
務
計
画

4,820,26
2円 Ａ

計画的かつ効率的な維持
管理、市有財産台帳の適
正管理を行った。また適
切な契約手続きを行い、
不用財産を処分し目標を
超える収入を得た。

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の定期
的な維持管理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ １００％ 3,811

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の草刈
り等の日常業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 ５箇所 674

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

年度更新し最新
の台帳を整備

平成２５年度
台帳の整備期
限

平成２６年
６月

平成２６年
６月

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の交換
契約の締結業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％ １００％

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

財産売払収入に
係る事務

貸付及び売り
払い収入

390万円
4,820,262
円

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の売買
時におる不動産
鑑定、測量（委
託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

4件 1件 193

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
8/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

8
電話施設管理
事務

9 総
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

9
市有財産管
理・処分事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務

保守点検回数 １２回 1,394
維
持

0.44 5,406

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

143,000千円

売却、貸付に
よる収入見込
み（26年度か
ら27年度累
計）

27
活用予定のない
市有地の売却、
貸付及び交換を
進める。

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

市有財産の定期
的な維持管理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ 3,908

業
務
計
画

維
持

市有財産の草刈
り等の日常業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 504

業
務
計
画

維
持

年度更新し最新
の台帳を整備

平成２６年度
台帳の整備期
限

平成27年6
月

業
務
計
画

予
算
な
し

市有財産の交換
契約の締結業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

財産売払収入に
係る事務

貸付及び売り
払い収入

149,850千
円

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

143,000千円

売却、貸付に
よる収入見込
み（26年度か
ら27年度累
計）

27
活用予定のない
市有地の売却、
貸付及び交換を
進める。

予
算
な
し

市有財産の売買
時におる不動産
鑑定、測量（委
託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

4件 994

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の評価 評価件数 １９００件 １９７９件

業
務
計
画

10 総

固定資産財産
台帳作成事務
（実施計画
外）（旧：公
有財産台帳作
成事務）

地方公会計の整
備促進のため、
固定資産台帳の
作成を行いま
す。

職員
政
策
固定資産財産台
帳整備

土地・建物・
工作物等の調
査

10

固定資産財産
台帳作成事務
（実施計画
外）（旧：公
有財産台帳作
成事務）

11 総
普通財産の貸
付に関する事
務

的確かつ迅速な
貸付手続きを実
施します。
普通財産活用の
促進による財源
を確保します。

市民及
び普通
財産借
受希望
者

定
例
定
型

申請件数
１０件
（２０件）

１０件
（２０件）

１０件
（２０件）

２４件 Ａ 目標件数を上回る貸付を
適正に実施した。

11
普通財産の貸
付に関する事
務

普通財産の貸付
に関する事務

申請件数 ２０件 ２４件

12 総
行政財産の使
用許可に係る
事務

法令・規則を遵
守し、適切な行
政処分を行いま
す。

使用申
請者

定
例
定
型

申請件数 ３０件 ３０件 ３０件

業
務
計
画

２７件 Ａ

許可申請書について、市
有財産規則に従い適切な
許可事務を実施した。ま
た、本庁舎、分庁舎のエ
レベーター扉を活用し広
告収入を得た。

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

行政財産の使用
許可申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
10/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

9
市有財産管
理・処分事務

10 総

固定資産財産
台帳作成事務
（実施計画
外）（旧：公
有財産台帳作
成事務）

10

固定資産財産
台帳作成事務
（実施計画
外）（旧：公
有財産台帳作
成事務）

11 総
普通財産の貸
付に関する事
務

11
普通財産の貸
付に関する事
務

12 総
行政財産の使
用許可に係る
事務

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

市有財産の評価 評価件数 １９００件

業
務
計
画

予
算
な
し

0.44 17,500 不可 未 中 高 高 現状維持
減
ら
す

固定資産財産台
帳整備

土地・建物・
工作物等の調
査

平成28年3
月

17,500
減
ら
す

0.44 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

普通財産の貸付
に関する事務

申請件数 ２０件

予
算
な
し

0.29

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

230万円
市庁舎エレ
ベータ－広告
事業の広告料

26
本庁舎、分庁舎
のエレベーター
扉を活用し広告
収入を得ます。

不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

行政財産の使用
許可申請の受付

受付事務の適
正処理率

100％

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

行政財産の使用
許可

使用許可件数 ３０件 ２７件

業
務
計
画

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

広告掲出に係る
行政財産の使用
許可

使用許可件数 １５件 ６件

業
務
計
画

13 総
不動産評価委
員会に係る事
務

評価委員が適正
な審議を行える
ように、様々な
視点で諮問案件
資料の作成を行
います。

市民

定
例
定
型

評価委員会開催
回数

４回 ４回 ４回 240 ４回 Ａ
市有地売却に伴い、不動
産評価委員会を開催し、
その適正な価額の答申を
受けた。

13
不動産評価委
員会に係る事
務

不動産評価委員
会の開催

評価委員会開
催回数

４回 ４回 240

14 総 嘱託登記事務
嘱託登記を的確
かつ迅速に処理
します。

市民及
び職員

定
例
定
型

処理件数
９５件
（１００件）

９５件
（１００件）

９５件
（１００件）

１３０件 Ａ
依頼課との調整及び法務
局との協議を実施し、目
標を上回る件数を適切に
処理した。

14 嘱託登記事務
各課依頼による
嘱託登記の申請

処理件数 １００件 １３０件

15 総
備品の管理事
務

備品の適切な管
理及び処分を行
います。

職員

定
例
定
型

備品の適正な管
理

１００％ １００％ １００％ 1 Ａ 備品台帳を基に、適正な
管理を行った。

15
備品の管理事
務

会計課から送付
される備品台帳
の管理

備品の適正な
管理

１００％
１００％
（451件）

15
備品の管理事
務

インターネット
売却システムを
利用した不要物
品の処分

適切な売却処
分割合

１００％ ０％



業務棚卸評価シート

（右側）
12/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

12
行政財産の使
用許可に係る
事務

13 総
不動産評価委
員会に係る事
務

13
不動産評価委
員会に係る事
務

14 総 嘱託登記事務

14 嘱託登記事務

15 総
備品の管理事
務

15
備品の管理事
務

15
備品の管理事
務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

行政財産の使用
許可

使用許可件数 ３０件

業
務
計
画

予
算
な
し

広告掲出に係る
行政財産の使用
許可

使用許可件数 １５件

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

230万円
市庁舎エレ
ベータ－広告
事業の広告料

26
本庁舎、分庁舎
のエレベーター
扉を活用し広告
収入を得ます。

予
算
な
し

0.39 240 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

不動産評価委員
会の開催

評価委員会開
催回数

４回 240
維
持

0.26 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

各課依頼による
嘱託登記の申請

処理件数 １００件

予
算
な
し

0.19 なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

会計課から送付
される備品台帳
の管理

備品の適正な
管理

１００％

予
算
な
し

不要物品の処分
適切な売却処
分割合

１００％

予
算
な
し



業務棚卸評価シート
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

16 総 車両管理事務

車両の効率的な
利用を促進し、
システム活用に
よる効率的な利
用と使用削減に
よる環境負荷削
減を実現しま
す。

職員

定
例
定
型

1台当りの燃料使
用量の削減（平
成２１年度比）

２％ ２％ ２％ 29,575 0.03 Ａ
適切な車両管理事務を行
うとともに、燃料使用量
（市内）削減について目
標を達成した。

16 車両管理事務

自賠責保険・任
意保険の加入及
び重量税等の支
払い業務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ １００％ 13,900

16 車両管理事務
自動車運転員に
よる共用自動車
の運転業務

安全運転講習
の実施

１回 １回 4,759

16 車両管理事務

自動車及び自転
車の配車システ
ム及び紙台帳に
よる貸出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ １００％ 1,731

16 車両管理事務
車両の車検等の
手続き及び日常
の修理点検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ １００％ 4,116

16 車両管理事務
自動車台帳の整
備

整理業務の適
正処理率

１００％ １００％

16 車両管理事務 エコ運転の実施

エコ運転によ
る1台当りの燃
料使用量の削
減

２％　（２
１年度比）

2.98％
（２１年度比）

5,069

16 車両管理事務
緊急通行車両申
請の取りまとめ
と届出及び管理

新規・変更の
届出件数

３０件 １２２件



業務棚卸評価シート

（右側）
14/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

16 総 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

16 車両管理事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

6.63 28,191 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

３３台

契約台数（平
成２６年度か
ら平成２７年
度累計）

27

公用車両側面を
広告掲載スペー
スとして活用
し、自主財源の
確保を図りま
す。

不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

自賠責保険・任
意保険の加入及
び重量税等の支
払い業務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ 14,424
維
持

自動車運転員に
よる共用自動車
の運転業務

安全運転講習
の実施

１回 1,067
減
ら
す

自動車及び自転
車の配車システ
ム及び紙台帳に
よる貸出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ 1,817
維
持

車両の車検等の
手続き及び日常
の修理点検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ 5,736
維
持

自動車台帳の整
備

整理業務の適
正処理率

１００％

予
算
な
し

エコ運転の実施

エコ運転によ
る1台当りの燃
料使用量の削
減

２％　（２
１年度比）

5,147
維
持

緊急通行車両申
請の取りまとめ
と届出及び管理

新規・変更の
届出件数

３０件

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

16 車両管理事務
車両広告掲載に
係る契約

契約台数 １６台 ２０台

17 総 車両購入事務

適切な車両利用
を促進すること
で管理コスト削
減を目指すとと
もに、使用削減
による環境負荷
削減を実現しま
す。

職員
政
策
車両入替台数 ３台 ３台 ３台 2,852 ３台 Ａ

共用庁用自動車を３台増
車し、適切に管理を行っ
た。

17 車両購入事務 車両購入 購入台数 ３台 ３台 2,852

18 総

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

自動車事故に対
する迅速な処理
を行います。

職員

定
例
定
型

自動車事故の適
切な処理業務の
実施率

１００％ １００％ １００％ 0 100%
（３５件） Ａ

自動車事故の内容に応じ
た処理を適切かつ迅速に
実施した。合わせて注意
喚起を行った。

18

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

自動車事故の処
理業務

自動車事故の
事故の適切な
処理事務の実
施率

1 １００％ 0

19 総
農協ビル契約
事務

さがみ農業協同
組合との賃貸借
契約を適切に行
います。

利用者

定
例
定
型

変更契約時又は
契約更新時にお
ける適切な契約
実施率

１００％ １００％ １００％ 1 Ａ
さがみ農業協同組合及び
農協ビルの使用課との調
整を実施し、適切な契約
行為を履行した。

19
農協ビル契約
事務

相手方との賃貸
契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約実施率

1 １００％

20 総
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

ネスパ茅ヶ崎ビ
ルを適切に維持
管理します。

市民窓
口セン
ター及
び市民
ギャラ
リーを
使用す

定
例
定
型

業務適正執行率 １００％ １００％ １００％ 15,174
100%

(365日） Ａ 修繕等の業務を的確かつ
迅速に実施した。



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

16 車両管理事務

17 総 車両購入事務

17 車両購入事務

18 総

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

18

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

19 総
農協ビル契約
事務

19
農協ビル契約
事務

20 総
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

車両広告掲載に
係る契約

契約台数 ２１台

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

３３台

契約台数（平
成２６年度か
ら平成２７年
度累計）

27

公用車両側面を
広告掲載スペー
スとして活用
し、自主財源の
確保を図りま
す。

予
算
な
し

0.13 3,570 なし 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持

車両購入 購入台数 ３台 3,570
維
持

0.13 100 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

自動車事故の処
理業務

自動車事故の
事故の適切な
処理事務の実
施率

１００％ 100
維
持

0.13 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

相手方との賃貸
契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約実施率

１００％

予
算
な
し

0.18 15,199 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

20
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

保守点検及び修
繕業務の委託

業務の適正実
施率

1 １００％ 15,174

21 総
コミュニティ
ホール管理事
務

利用する市民が
快適・安全に利
用できるよう、
適切な維持管理
を行います。

市民

定
例
定
型

使用承認件数
（一般利用者）

７００件
(５００件）

７００件
(５００件）

７００件
(５００件）

7,224 ３４２件 Ａ

使用件数が目標値に達し
ていないが、適切な維持
管理を行いつつ、28年1
月以降の庁内における利
用説明を実施した。

21
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％

21
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（一般利用
者）

５００件 ３４２件 456

21
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（市主催事
業等）

５００件以
下

８７９件

21
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

管理及び保守
委託業務の実
施率

１００％ １００％ 6,768

22 総
信託ビルの維
持管理事務

信託ビルを適切
に管理します。

市民

定
例
定
型

ビル共益費及び
管理委託料の支
払い回数

１２回 １２回 １２回 9,272 １２回 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

22
信託ビルの維
持管理事務

受託者との協
議、市有部分ビ
ル共益費及び管
理委託の支払
い、信託に関す
る業務等

ビル共益費及
び管理委託料
の支払回数

１２回 １２回 9,272

22
信託ビルの維
持管理事務



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

20
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

21 総
コミュニティ
ホール管理事
務

21
コミュニティ
ホール管理事
務

21
コミュニティ
ホール管理事
務

21
コミュニティ
ホール管理事
務

21
コミュニティ
ホール管理事
務

22 総
信託ビルの維
持管理事務

22
信託ビルの維
持管理事務

22
信託ビルの維
持管理事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

保守点検及び修
繕業務の委託

業務の適正実
施率

１００％ 15,199
維
持

0.29 7,966 なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％

予
算
な
し

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（一般利用
者）

５００件 539 なし
維
持

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（市主催事
業等）

５００件以
下

予
算
な
し

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

管理及び保守
委託業務の実
施率

１００％ 7,427 なし
維
持

0.21 13,309 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

受託者との協
議、市有部分ビ
ル共益費及び管
理委託の支払
い、信託に関す
る業務等

ビル共益費及
び管理委託料
の支払回数

１２回 13,309
維
持

平成30年1月25日
以降の信託ビル
のあり方の検討

方向性の検討 H28.3 13,309
維
持
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

23 総
財政調整基金
管理事務

財政調整基金の
適正管理を行い
ます。

職員及
び市民

定
例
定
型

会計伝票の適正
処理率

１００％ １００％ １００％ 10,168 1 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

23
財政調整基金
管理事務

財政調整基金の
取り崩し、積
立、利子収入の
会計事務

会計伝票の適
正処理率

100% 100% 10,168

24 総

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
への繰出金の適
正な支出手続き
を実施します。

市民
政
策
用地購入時の繰
出金の支出期限

平成２６年３
月

平成２７年３
月

平成２８年３
月

255,930 1 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

24

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

100% 100% 255,930

25 総
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

一般の土地取引
価格に対する指
標とします。

市民・
事業者

定
例
定
型

閲覧及び配布件
数

１００件 １００件 １００件 １００件 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

25
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

地価公示価格の
一覧表の閲覧・
窓口配布

受付事務の適
正処理率

１００％
１００％
（100件）

26 総
公共用地の取
得事務

事業課より依頼
を受けたものの
契約締結を行い
ます。

地権者
・

権利者

定
例
定
型

契約締結件数 １００件 ５０件 ５０件

業
務
計
画

１５件 Ａ

契約締結が16件中15件で
あり、締結率が９３．
８％であることから、適
切に事務処理を行ってお
り成果が出ていると評価
した。

26
公共用地の取
得事務

税務署との事前
協議（変更協議
を含む）

協議回数
必要に応じ
た件数

１５件

業
務
計
画

26
公共用地の取
得事務

土地所有者との
買収交渉事務

適切な買収交
渉

必要に応じ
た回数

３０１回

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
20/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

23 総
財政調整基金
管理事務

23
財政調整基金
管理事務

24 総

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

24

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

25 総
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

25
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

26 総
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.04 12,810 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

財政調整基金の
取り崩し、積
立、利子収入の
会計事務

会計伝票の適
正処理率

１００％ 12,810
維
持

0.04 154,402 なし 不可
維
持

公共用地先行取
得事業特別会計
繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 154,402
維
持

0.17 なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

地価公示価格の
一覧表の閲覧・
窓口配布

受付事務の適
正処理率

１００％

予
算
な
し

1.38

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

税務署との事前
協議（変更協議
を含む）

協議回数
必要に応じ
た件数

業
務
計
画

予
算
な
し

土地所有者との
買収交渉事務

適切な買収交
渉

必要に応じ
た回数

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

26
公共用地の取
得事務

土地売買契約の
締結

契約締結率 １００％
９３．８％
（16件中15
件）

業
務
計
画

26
公共用地の取
得事務

嘱託登記
適切な嘱託登
記割合

１００％
１００%
（14件）

業
務
計
画

26
公共用地の取
得事務

収用証明書等の
発行

適切な証明書
発行割合

１００％
１００%
（19件）

業
務
計
画

26
公共用地の取
得事務

不動産鑑定士へ
の業務委託

適切な業務委
託割合

１００％
１００%
（19件）

業
務
計
画

26
公共用地の取
得事務

27 総
公共用地の取
得に係る補償
事務

事業課より用地
取得の依頼を受
けたものに伴う
補償対象者との
契約締結を行い
ます。

補償対
象者

定
例
定
型

契約締結件数 ３０件 ３０件 ３０件

業
務
計
画

９件 Ａ

契約締結が10件中9件で
あり、締結率が９０％で
あることから、適切に事
務処理を行っており成果
が出ていると評価した。

27
公共用地の取
得に係る補償
事務

家屋等の支障物
件への補償契約
の締結

契約締結率 １００％
９０%
（10件中9
件）

業
務
計
画

27
公共用地の取
得に係る補償
事務

補償コンサルタ
ントへの業務委
託

適切な業務委
託割合

１００％
１００%
（5件）

業
務
計
画

28 総

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

事業課より依頼
を受けた公共用
地の取得計画及
び予算の算定を
行います。

事業課

定
例
定
型

連絡調整件数 １００回 １００回 １００回 １２０回 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。



業務棚卸評価シート

（右側）
22/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

26
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

26
公共用地の取
得事務

27 総
公共用地の取
得に係る補償
事務

27
公共用地の取
得に係る補償
事務

27
公共用地の取
得に係る補償
事務

28 総

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

土地売買契約の
締結

契約締結率 １００％

業
務
計
画

予
算
な
し

嘱託登記
適切な嘱託登
記割合

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

収用証明書等の
発行

適切な証明書
発行割合

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

不動産鑑定士へ
の業務委託

適切な業務委
託割合

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

収用裁決手続き
による取得事務

権利の取得及
び明渡完了

平成27年12
月

業
務
計
画

予
算
な
し

1.16

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

家屋等の支障物
件への補償契約
の締結

契約締結率 １００％

業
務
計
画

予
算
な
し

補償コンサルタ
ントへの業務委
託

適切な業務委
託割合

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

0.64 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

28

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

年度計画を策定
し、事業課との
調整を図る

連絡調整回数
必要に応じ
た回数

１２０回

29 総
土地開発公社
に係る事務

保有期間５年以
上の土地開発公
社保有土地の簿
価総額の縮減を
行い経営健全化
を図ります。

土地開
発公社

政
策

５年以上保有土
地の経営健全化
指数

０．１以下 ０．１以下 ０．１以下 500,000

業
務
計
画

0.064 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

29
土地開発公社
に係る事務

公社の経営健全
化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以下 ０．０６４

業
務
計
画

29
土地開発公社
に係る事務

市から公社への
運営資金貸付

貸付額 ５億円 ５億円 500,000

業
務
計
画

30 総
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業債元金償
還金の適正な支
出手続きを実施
します。

市民
政
策
支出に係る事務
の適正処理率

１００％ １００％ １００％ 623,523 1 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

30
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 623,517

30
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還手数料

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 6

31 総
公債費利子支
払に係る事務

公共用地先行取
得事業債利子償
還金の適正な支
出手続きを実施
します。

市民
政
策
支出に係る事務
の適正処理率

１００％ １００％ １００％ 7,509 1 Ａ 適切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

31
公債費利子支
払に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 7,509



業務棚卸評価シート

（右側）
24/28

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

28

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

29 総
土地開発公社
に係る事務

29
土地開発公社
に係る事務

29
土地開発公社
に係る事務

30 総
公債費元金償
還に係る事務

30
公債費元金償
還に係る事務

30
公債費元金償
還に係る事務

31 総
公債費利子支
払に係る事務

31
公債費利子支
払に係る事務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

年度計画を策定
し、事業課との
調整を図る

連絡調整回数
必要に応じ
た回数

予
算
な
し

1.4 500,000

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

公社の経営健全
化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以下

業
務
計
画

予
算
な
し

市から公社への
運営資金貸付

貸付額 ５億円 500,000

業
務
計
画

維
持

0.05 156,936 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 156,936
維
持

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還手数料

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 0
減
ら
す

0.05 7,853 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

公共用地先行取
得事業特別会計
市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 7,853
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

32 総
公有財産先行
取得に係る事
務

公共若しくは公
共用に供する土
地又は公共の利
益のために取得
する必要のある
土地の適正な先
行取得を行いま
す。

市民
政
策
用地取得 １００％ １００％ １００％ 317,146 0.333 Ｂ

地権者の事情を勘案し、
当該年度での契約締結を
行わなかった事案があ
り、3件中1件の契約締結
にとどまったが、適切に
事務処理を行っており成
果が出ている。

32
公有財産先行
取得に係る事
務

公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ ５０％ 315,438

32
公有財産先行
取得に係る事
務

一般会計繰出金
支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 1,211

32

公有財産先行
取得に係る事
務（H25繰越
分）

公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ ０％ 497

33 総

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

茅ヶ崎市情報シ
ステム最適化計
画の目的であ
る、「公平性・
透明性の高い調
達」、「体系的
な情報システム
の管理」、
「トータルコス
トの削減」を踏
まえ、庁内業務
運営の簡素化、
効率化、合理化
及びＩＴガバナ
ンスの向上に資
することを目的
とします。

職員
政
策
管理日数 ３６５日 ３６５日 ３６５日 365日 Ａ 適切に事務処理を行って

おり成果が出ている。

33

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

セキュリティを
確保しながら、
内部情報系シス
テムの情報の管
理、システム運
用を行う

業務の適正管
理率

１００％ １００％



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

32 総
公有財産先行
取得に係る事
務

32
公有財産先行
取得に係る事
務

32
公有財産先行
取得に係る事
務

32

公有財産先行
取得に係る事
務（H25繰越
分）

33 総

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

33

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.31 52,816 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ 52,734
維
持

一般会計繰出金
支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 82
維
持

0.04 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

セキュリティを
確保しながら、
内部情報系シス
テムの情報の管
理、システム運
用を行う

業務の適正管
理率

１００％



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 2,004,977 2,004,977

課かい名

施策目標

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う
諸現象による同
時多発的な災害
が発生し他場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４月
及び10月

２６年４月
及び10月

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４月
及び10月

２６年４月
及び10月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回 ２回

888
災害応急対策
活動

統括調整部救援
物資対策班の応
急対策活動の習
熟

統括調整部救
援物資対策班
での訓練・研
修等の実施

２回 ２回

888
災害応急対策
活動

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

１回 １回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

２回 ２回

888 総 庁内共通業務 280 280



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888 総 庁内共通業務

1,246,351 1,259,660

用地管財課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.24 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年４月
及び10月、
２８年３月

予
算
な
し

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年４月
及び10月、
２８年３月

予
算
な
し

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

予
算
な
し

統括調整部救援
物資対策班の応
急対策活動の習
熟

統括調整部救
援物資対策班
での訓練・研
修等の実施

２回

予
算
な
し

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

１回

予
算
な
し

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

２回

予
算
な
し

0.21 260 260 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持


